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定期監査の結果について 

 

 

地方自治法第 199 条第 4 項の規定に基づき、定期監査を実施したので、同条第 9 項

によりその結果を提出し、かつ、公表する。 

 

記 

 

1 監査の対象  市民部 子育て・障がい支援課 

 

2 監査の期間  令和 3年 11月  1日から 

令和 3年 11月 30日まで 

 

3 監査の要領 

今回の定期監査は、令和 3年度（令和 3年 9月末日現在）における子育て・障がい支

援課の所管に係る財務事務等を対象に関係資料の提出を求め、職員から説明を聴取し実

施した。 

 

4 監査の結果 

子育て・障がい支援課は 3係を擁し、参事 1人、参事補 3人、主査 9人、主任 3人、

主事補 1人、会計年度任用職員 7人の合計 24人の職員で構成されている。 

各係の主な分掌事務は、障がいサービス係は、障害者総合支援法に係る事務に関する

こと、障がい者関係団体、身体障がい者（児）・知的障がい者（児）・精神障がい者（児）

の福祉に関すること、児童福祉法に係る事務に関すること、特別児童扶養手当等の支給

に関すること等。 

母子保健係は、母子保健法・予防接種法に関すること、乳幼児の療育、養育支援訪問

事業、離乳食教室、乳児家庭全戸訪問事業に関すること等。 

児童家庭係は、児童福祉法による措置及び運営に関すること、児童扶養手当、要保護

児童、家庭児童相談、母子及び父子自立支援業務、子育て短期支援事業に関すること等

であり、これらの事務事業を執行されている。 



 

（1）予算の執行状況 

一般会計の歳入は、予算現額 20億 4,620万 7,000円に対し、調定額 8億 6,512 

万 6,265円、収入済額は 5億 185万 2,534円となっている。 

   予算現額に対する収入済額の比率は 24.53％、調定額に対する収入済額の比率は

58.01％となっている。 

   予算現額に対する収入済額の比率が低いのは、国庫支出金の国庫負担金では、民生

費国庫負担金の社会福祉費負担金で、障がい児通所給付費負担金 2 億 7,525 万円、

障がい者医療費負担金 1億 2,116万 5,000円等、児童扶養手当費負担金で、児童扶

養手当費負担金 8,254万 2,000円、国庫補助金では、民生費国庫補助金の社会福祉

費補助金で、障がい者地域生活支援事業費等補助金 2,288万 9,000円、子ども・子

育て支援事業費補助金で、利用者支援事業（母子保健型）費補助金他 4件 715万 4,000

円、県支出金の県負担金では、民生費県負担金の社会福祉費負担金で、障がい福祉サ

ービス費負担金 3 億 8,487 万 4,000円、障がい児通所給付費負担金 1 億 3,762万

5,000円等、県補助金では、民生費県補助金の社会福祉費補助金で、障がい者地域生

活支援事業費等補助金 1,109 万 2,000 円等、子ども・子育て支援事業費補助金で、

利用者支援事業（母子保健型）費補助金他 2件 529万 2,000円が未収入のためであ

り、これらはいずれも年度末までに収入される予定である。 

   歳出では、予算現額 31億 2,149万円に対し、支出済額 13億 7,879万 3,138円

で、執行率は 44.17％となっている。 

   執行率がやや低いのは、民生費の社会福祉費では、身体障がい者福祉費の扶助費で、

特別障がい者手当等給付費他 3件 1,771万 6,590円、障がい福祉サービス費の扶助

費で、障がい者自立支援給付費 8 億 5,532 万 5,285 円、障がい児通所給付費 3 億

1,005 万 5,154 円、更生医療費 1 億 3,905 万 2,380 円、補装具給付費 1,854 万

3,555円、日常生活用具給付費 1,276万 7,077円等、児童福祉費では、児童措置費

の扶助費で、児童扶養手当扶助費他 2件 2億 1,246万 9,210円、健康づくり費では、

母子保健事業費の報償費で、母子保健相談指導事業報償費、養育支援訪問事業報償費

等の報償金 1,350 万 3,500 円、委託料で、こどもの定期予防接種委託料 7,700 万

6,420円、妊婦健康診査委託料 2,456万 6,459円等が未執行のためであり、年度内

には支出される予定である。 

   子育て・障がい支援課が、令和 3 年 4 月 1 日から令和 3 年 9 月末日までの間に実

施した主な事務事業に係る歳入歳出は、次のとおりである。 

   歳入の主なものは、国庫支出金の国庫負担金では、民生費国庫負担金の社会福祉費

負担金で、障がい福祉サービス費負担金 3億 5,797万 2,252円、特別障がい者手当

等給付費負担金 932 万 7,000 円、児童扶養手当費負担金で、児童扶養手当負担金

5,682万円、国庫補助金では、民生費国庫補助金の社会福祉費補助金で、新型コロナ

ウイルス感染症セーフティネット強化交付金 7,760万円が収入されている。 

   歳出の主なものは、民生費の社会福祉費では、身体障がい者福祉費の扶助費で、特



別障がい者手当等給付費 1,261 万 4,410 円、障がい福祉サービス費の委託料で、基

幹相談支援事業委託料他 3 件 1,377 万 4,114 円、扶助費で、障がい者自立支援給付

費 6億 6,225万 3,715円、障がい児通所給付費 2億 4,044万 5,846円、更生医療

費 9,094万 7,620円、日常生活用具給付費 723万 4,923円、福祉タクシー助成事業

費 574万 700円等が支出されている。 

   なお、身体障がい者福祉、知的障がい者福祉、精神障がい者福祉に関する事業及び

障がい福祉サービスに関する事業の状況は次表のとおりである。 

   

身体障がい者福祉に関する事業 

（令和 3年 9月末日現在） 

身体障害者手帳 

交 付 状 況 
（障がい部位別） 

視覚障がい 聴覚障がい 言語音声障がい 肢体不自由 内部障がい 合 計 

  210人   299人    32人 1,284人   913人 2,738人 

 

身体障害者手帳 

交 付 状 況 
（等 級 別） 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 合 計 

 924人 367人  396人  608人 194人  249人 2,738人 

 

種 別 配 置 数（市相談員） 支出済額 

身体障がい者相談員  4人            0円 

 

種 別 対象者数 支出済額 

特 別 障 害 者 手 当 等 94人 12,614,410円 

特 別 児 童 扶 養 手 当 167人 －(県費負担) 

 

知的障がい者福祉に関する事業 

                            （令和 3年 9月末日現在） 

種 別 総合判定Ａ 総合判定Ｂ 合   計 

療育手帳交付状況 251人 366人 617人 

 

種 別 加入者数（うち補助対象者） 支出済額（掛金補助額） 

心身障害者扶養共済制度加入状況 24人（4人） 0円 

 

 

精神障がい者福祉に関する事業 

（令和 3年 9月末日現在） 

種 別 令和 3年度申請者数 手帳所持者数 

精神障害者保健福祉手帳 161人 508人 



相談・訪問事業の推移 

                            （令和 3年 9月末日現在） 

 年度 

種別 

令和 3年度 令和 2年度 令和元年度 

実人数 延件数 実人数 延件数 実人数 延件数 

相 談 46人 87件 92人 147件 78人 202件 

訪 問 1人 1件 2人 2件 14人 27件 

 

自立支援医療（精神通院）の状況  （令和 3年 9月末日現在） 

種 別 令和 3年度 令和 2年度 令和元年度 

申 請 数 532件 824件 1,039件 

該 当 者 数 984人 1,011人 903人 

 

障がい福祉サービスに関する事業 

 

身体障がい者・児補装具交付及び修理状況 

（令和 3年 9月末日現在）（単位：件） 

 

地域生活支援事業実施状況 

（令和 3年 9月末日現在） 

事 業 名 延利用件数 利用総数  支出済額 

日 中 一 時 支 援 事 業 2,237件  593.75 日  4,248,321円 

移 動 支 援 事 業 481件  853.5 時間 2,412,474円 

成 年 後 見 制 度 利 用 支 援 事 業 1件  1  件   150,031円 

日 常 生 活 用 具 給 付 事 業 1,858件  1,858  件   8,153,791円 

意 思 疎 通 支 援 事 業 36件  28  件 538,550円 
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身体障がい者 2 0 35 0 3 13 13 2 1 0 69 

身体障がい児  0 0 8 0 1 11 8 0 5 8 41 



福祉タクシーチケット交付状況の推移 

（令和 3年 9月末日現在） 

年度 申 請 者 数 利 用 枚 数 支 出 額 

令和 3年度 861人 8,714枚 5,740,700円 

令和 2年度 924人 16,345枚 10,624,250円 

令和元年度 933人 19,533枚 12,576,620円 

  

障がい者自立支援サービス支給状況 

 （令和 3年 9月末日現在） 

サ ー ビ ス 名 延 利 用 件 数 （ 件 ） 利 用 総 数   支 出 額 （ 円 ） 

居 宅 介 護 652 9,824時間 40,632,011 

重 度 訪 問 介 護 15 1,855時間 4,450,522 

行 動 援 護 55 116時間 605,120 

同 行 援 護 113 974時間 3,510,521 

療 養 介 護 65 1,985 日 17,881,150 

生 活 介 護 1,035 20,400 日 233,924,409 

短 期 入 所 549 960 日 16,302,441 

施 設 入 所 支 援 430 12,829 日 53,021,087 

共 同 生 活 援 助 
（ グ ル ー プ ホ ー ム ） 654 18,132 日 101,625,177 

宿 泊 型 自 立 訓 練 3 68 日 419,290 

自 立 生 活 援 助 1 （実績なし）0 日 0 

自 立 訓 練 
（ 機 能 訓 練 ） 15 302 日 2,220,625 

自 立 訓 練 
（ 生 活 訓 練 ） 85 959 日 8,629,048 

就 労 移 行 支 援 100 1,239 日 13,105,705 

就労継続支援 A 型 295 5,606 日 43,447,219 

就労継続支援 B 型 877 14,241 日 100,131,870 

就 労 定 着 支 援 49 49 回 1,642,628 

計 画 相 談 支 援 2,971 2,971 回 9,242,309 

特定障害者特別給付費 997 997回 10,933,511 

計 661,724,643 



障がい児給付費支給状況    

 (令和 3年 9月末日現在) 

サ ー ビ ス 名  延利用件数（件） 利 用 総 数 支 給 額 （ 円 ） 

児 童 発 達 支 援 478 5,977日 84,760,076 

放課後等デイサービス 1,044 14,241日 150,507,011 

居宅訪問型児童発達支援 5 13日 130,164 

障 が い 児 相 談 支 援 1,190 1,190回 4,995,695 

計 240,392,946 

 

また、教育委員会こども育成課家庭支援係の業務を見直し、子育て・障がい支援課に

設置された児童家庭係では、貧困の連鎖を解消する取り組み及び要保護・要支援児童の

未来を見すえた取り組みの強化に努められている。 
児童福祉費の児童福祉総務費では、委託料の子育て短期支援事業委託料で 20万 900 

円、児童措置費では、負担金補助及び交付金の子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり

親世帯分）6,980万円、扶助費の児童扶養手当扶助費 2億 765万 1,790円が支出され

ている。児童扶養手当の給付状況及び家庭児童相談室利用状況の推移は次表のとおりで

ある。 

児童扶養手当の給付状況 

                      (令和 3年 9月末日現在) 

種   別 年 度 受給者数 支  出  額 

児童扶養手当 

令和 3年度 803人 207,651,790円 

令和 2年度 783人 423,696,000円 

令和元年度 824人 538,134,000円 

 

家庭児童相談室利用状況の推移 

(令和 3年 9月末日現在)（単位：件） 

         年度 

種別 
令和 3年度 令和 2年度 令和元年度 

性 格 ・ 行 動 ・ し つ け 52 41 173 

知 的 ・ 言 語 0 13 38 

不  登  校 145 198 134 

ぐ 犯 ・ 触 法 40 0 30 

適正・保健・養護（その他） 670 1,442 1,790 

児 童 虐 待  252 1,317 916 

虐 待 （ 不 明 ） 105 98 15 

自 閉 症 6 20 74 

そ の 他 212 405 804 

合 計 1,482 3,534 3,974 



母子保健係は、令和 2 年度まで教育委員会こども育成課の所管であったが、令和 3 年

度より、業務内容をそのまま引き継ぎ市民部子育て・障がい支援課へ配置された。母子

保健係では、乳幼児健診等の保健事業を通して子育て家庭への関わりを強化し、子育て

環境の充実を図ることを目的に業務を遂行されている。 
健康づくり費の母子保健事業費では、委託料の妊婦健康診査委託料 1,247 万 8,541

円、こどもの定期予防接種委託料 2,865万 580円等が支出されている。 

 母子保健事業費の各種予防接種、栄養改善事業、乳幼児健診の実施状況は、次表のとお

りである。 

各 種 予 防 接 種 実 施 状 況 

    (令和 3年 9月末日現在) 

区分 

種別 
年度 

延接種者数 
(人) 

実施期間 場所 
支出済額 

(円) 
備考 

定 

  

期 

 

予 

 

防 

 

接 

 

種 

不活化ポリオ 

3 0 通 年 指定医療機関 0 

 2 0 〃 〃 0 

元 2 〃 〃 17,812 

四 種 混 合 

3 469 〃 〃 5,206,130 

 2 1,659 〃 〃 18,378,830 

元 1,706 〃 〃 18,716,330 

二 種 混 合 

（11歳・12歳） 

3 61 〃 〃 275,110 

 2 415 〃 〃 1,871,650 

元 429 〃 〃 1,879,780 

日 本 脳 炎 

3 328 〃 〃 2,382,340 

 2 1,801 〃 〃 12,956,080 

元 1,813 〃 〃 12,796,050 

Ｂ Ｃ Ｇ 

3 102 〃 〃 727,260 

 2 395 〃 〃 2,818,130 

元 436 〃 〃 3,075,650 

Ｍ Ｒ 

（麻しん・風しん混合）

3 231 〃 〃 2,401,035 

 2 853 〃 〃 8,827,470 

元 879 〃 〃 8,977,883 

子宮頸がん 

3 10 〃 〃 162,800 

 2 11 〃 〃 179,080 

元 2 〃 〃 32,440 

ヒ   ブ 

3 478 〃 〃 4,012,760 

 2 1,656 〃 〃 13,867,432 

元 1,653 〃 〃 13,707,668 

 

 



定

期

予

防

接

種 

肺 炎 球 菌 

3 474 通 年 指定医療機関 5,575,170 

 2 1,622 〃 〃 19,032,700 

元 1,692 〃 〃 19,670,124 

水 痘 

3 215 〃 〃 1,887,700 

 2 842 〃 〃 7,387,540 

元 753 〃 〃 6,530,990 

Ｂ 型 肝 炎 

3 375 〃 〃 2,337,985 

 
2 1,169 〃 〃 7,280,375 

元 1,236 〃 〃 7,512,589  

ロタウイルス 

3 293 〃 〃 3,542,210 

※令和2年10月か

ら定期接種に追加 
2 397 10月以降 〃 4,892,930 

元 － － － － 

接 種 不 可 

3 82 通 年 指定医療機関 120,610 

 2 126 〃 〃 184,980 

元 193 〃 〃 287,131 

任

意

接

種 

風 し ん 

3 2 〃 〃 19,470 

 2 32 〃 〃 293,645 

元 35 〃 〃 311,384 

麻 し ん 

3 － － － － 

※令和 2年度限定 2 68 通 年 指定医療機関 661,980 

元 － － － － 

         

栄 養 改 善 事 業 の 状 況   (令和 3年 9月末日現在) 

種 別 年度 
実施回数       

(回) 

延人員    

(人) 

支出済額   

(円) 
備  考 

離 乳 食 教 室  

3 0 0 4,518 ※新型コロナにより中止

（準備段階の支出） 2 － － 16,628 

元 10 143 567,114  

親 子 料 理 教 室  

3 － － － ※令和 2年度に 

事業廃止 2 － － － 

元 4 97 80,000  

食生活改善推進教室 

3 9 63 － 

※隔年開催 2 － － － 

元 25 82 － 

推進員教育事業 

3 2 35 － 

 2 7 145 － 

元 7 153 － 



乳幼児健診の推移 

 (令和 3年 9月末日現在) 

   区分 

種別 
年度 

対象人員   

(人) 

受診実人員   

(人) 

未受診者   

(人) 

受診率   

(％) 

健診回数 

（回） 
備 考 

4 か 月 児 健 診 

3 184 165 19 89.7 12  

2 447 296 151 66.2 個別健診 
※新型コロナにより医療

機関での個別健診で実施 

元 416 376 40 90.4 18  

7 か 月 児 健 診 

3 208 167 41 80.3 個別健診 
※新型コロナにより医療

機関での個別健診で実施 
2 434 338 96 77.9 個別健診 

元 403 350 53 86.8 18  

発 達 相 談 

（12か月児相談） 

3 － － － － － 
※新型コロナにより中止 

2 － － － － － 

元 389 281 108 72.2 13  

支 出 済 額 

3 1,476,814円  

2 3,496,218円  

元 3,602,738円  

1 歳 6 か月児健診 

3 192 167 25 87.0 7  

2 465 429 36 92.3 29  

元 403 367 36 91.1 19  

3 歳 6 か月児健診 

3 235 195 40 83.0 11  

2 275 228 47 82.9 19  

元 407 389 18 95.6 21  

支 出 済 額 

3 1,821,790円  

2 5,718,842円  

元 5,638,013円  

   

（2）経理事務の手続きについて 

経理事務については、支出負担行為書、その他関係諸帳簿等照合検査の結果、い

ずれも符合していた。 

備品については、台帳と一致し概ね良好に管理されていた。 

 

  (3）指摘事項について 

 特に指摘すべき事項は、見受けられなかった。 

 

以上が、市民部子育て・障がい支援課の定期監査の結果である。 

 子育て・障がい支援課は、児童福祉法、身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律、知的障害者福祉法、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援



するための法律、その他障がい者及び障がい児の福祉に関する法律による障がい者福祉

施策、母子保健法、予防接種法に基づいた保健事業、発達障害者支援法、母子及び父子

並びに寡婦福祉法、児童扶養手当法、子ども・子育て支援法、児童虐待の防止等に関す

る法令に係る事務事業を執行されている。 

令和 3年度の機構改革に伴い、障がい者福祉の充実及び子育て環境の充実に係る業務

を所管する、子育て・障がい支援課として障がいサービス係、母子保健係、児童家庭係

の 3係体制となった。 
障がい者福祉においては、平成 29年 3月に策定された「第 4次直方市障がい者福祉基

本計画」において「障がいのある人もない人も ともに自立して暮らせる住みよいまち 

のおがた」という基本理念のもと、計画の実現に向けて取り組んでこられた。 

近年、障がいのある方の高齢化や重度化、親なき後の問題、災害時における避難対応、

医療的ケア（児・者）に対する問題など、障がい福祉のニーズはますます複雑・多様化

しており、すべての障がいのある方が、地域で安心して過ごせるまちづくりが求められ

ている。 

わが国では、平成 28 年 4 月に「障害者差別解消法」の施行、「障害者雇用促進法」の

改正、平成 30年 4月の「障害者総合支援法」及び「児童福祉法」の改正が行われた。 

本市においても、障害者権利条約の趣旨を踏まえ、平成 29年 4月に「直方市手話言語

条例」、平成 30年 7月には、「障がいによる差別を解消し共生社会を目指す直方市条例」

を制定し、手話の理解促進、障がいのある人もない人も全ての人が個人として尊重され

る共生社会の実現を進めてきた。本市の障がい者施策を引き続き計画的に進めるため、

新たに令和 3年度を初年度とした、第 5次直方市障がい者福祉基本計画、第 6期直方市

障がい福祉計画・第 2期障がい児福祉計画が策定された。 

令和 3 年 3 月には、障がい（児・者）の重度化、高齢化及び親亡き後を見据え、障が

い（児・者）が住みなれた地域で安心して暮らし続ける施策として、直方市障がい者地

域生活支援拠点等整備事業実施要綱を定め、今年度から直鞍 2 市 2 町の共同で、地域の

複数の事業者で機能を分担し支援を行う体制が整備された。 

障がいのある子を地域で支えていくためには、保健、医療、福祉、教育、保育等の各

種機関が連携を図ったうえで、障がいのある子ども及びその家庭に対して、一貫した効

果的な支援体制が必要とされている。学齢期に問題が顕在化してくる発達障がいについ

て、幼児期から発達障がいを把握し、適切な環境や対応を整えることで、二次的な不適

応を予防する取り組みとして、乳幼児健康診査や幼稚園・保育所等への巡回相談といっ

た支援の充実を図っている。 

また、子どもの虐待や貧困といった問題の背景には、家庭内の原因が複雑に絡み合っ

て存在していることが多く、支援が必要な人ほど家庭に閉じこもり・地域で孤立しがち

な傾向にある。そのため、「子育て世代包括支援センター」を早期に立ち上げ、妊娠期か

ら出産、乳幼児期まで切れ目ない支援に取り組んでこられた。さらに、児童虐待防止対

策については養育支援を必要とする家庭の早期発見、早期対策に努められ、直方市要保

護対策協議会を中心に、児童相談所等関係機関と連携されている。 



最後に、障がい者がその能力と適性に応じて就労することは、障がいのある人の地域

社会における自立と社会参加を促進するうえで重要である。障がいの特性や本人の適正

に応じて、能力を十分に発揮することができるように、関係機関やサービス事業所等と

連携しながら、福祉的就労支援体制の充実を図る必要がある。障がいの有無によって分

け隔てなく相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指し、就労支

援や職業訓練の他、障がい福祉サービスの充実等さまざまな施策に取組み、生涯にわた

って安心して暮らせる地域社会の実現に向け更に努められるよう切に望むものである。 


